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この数年 、わが 国にお いては会計 ビ ッグバ ンと呼ばれ るほ ど、企業会計制度 の大

改革が進め られてい ます。 これ は、企業活動の ボーダ レス化 や金融 ・証券市場 のグ

ローバル化 が背景 となって、会計情報 の質的改善が強 く求め られてい るか らであ り

ます。企業 が開示す る会計情報 が企業 の財務内容 を正 しく表示 し、情報利用者 に と

って有用 なもの と認め られ るため には、その作成基準 である会計原則 や会計基準が

公正妥 当 なもので なけれ ばな りませ ん。我が国 におけ る会計原則 ・基準 は、金融庁

(旧大 蔵省)の 企業会計審議 会 によって設定(審 議 ・公表)さ れて きま した。同審

議 会の会長 を長年務 め られ、 この度退任 された若杉 明先 生 に、 『21世紀 の企 業会

計 』 と題 してイ ンタビュー を行 い ま した。 イ ンタビューで は、我が 国の諸 会計原

則 ・基準 の制定や改廃 の状況 につ いて、また、会計基準の国際的調和化 ・統一化の

動 向について、後掲 のイ ンタビュー項 目を中心 にお 聞 きしま した。

会 計 ビ ッグバ ンの 狙 い

照 屋 若杉 先 生 に は、 ご多忙 中の 中、本 日の イ ン タ ビュ ー に ご協 力 頂 き有 難 う ご ざ

い ます 。

早 速 で すが 、い わ ゆ る会計 ビ ッグバ ン と呼 ばれ て い る制 度 的 な取 り組 み とは何 か 、

また、 そ の基 本 的 な狙 い は何 か とい う こ とにつ いて お 聞 かせ くだ さい。

若杉 金融 ビ ックバ ンの一 環 と して 、俗 称 です けれ ど も会計 ビ ッ グバ ン とい うのが

問題 に な って い ます 。 金 融制 度 を近代 化 す る に当 た って は 、 そ れ と切 り離 せ な い企

業 の情 報 の デ ィス クロ ー ジ ャー制 度 も近 代 化 して い か なけ れ ば い け ない 。 もち ろ ん

日本 の 会計 制 度 は 、第2次 大 戦後 近 代 化 を図 って きた し、 国際 化 の 努 力 も払 っ て き

た わ け です け れ ど も、 あ る時 期 、 国際 的 な動 きの 方 が 非 常 に激 しい もの です か ら、
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日本 の会計制度 の改善がそれについていけなかったこ とが あ りま した。

それが結局 、会計 のデ ィス クロー ジャー制度 の遅 れ、国際的 な水準 との乖離 とい

う問題 になって、それで金融制度、そ してそれは また証券市場 における資金調達 と

い う面か らいけば、いってみれ ば投資 者か らの資金調達ですか ら、それ には情報提

供が絶対不 可欠な ものであ ります。それで金融制度 の近代 化 を図 る上 で会計制度 の

近代 化、国際化 も不可欠だ とい うことで この ような動 きがみ られた と思い ます。

照屋 今、新 しい時代 における企業経 営のあ り方が求 め られているわけです けれ ど

も、企業経 営の革新 、た とえば企業 の リス トラクチ ャリングや経 済 ・産業構造 の転

換 に対 して、会計 ビ ッグバ ン、す なわちイ ンフラ としての会計諸制度の変革 は どの

ような重要性 を持つ のかお教 え くだ さい。

若杉 企業の経 営 は情報 を使 わなければ合理的 な意思決定 もで きなけれ ば、戦 略 ・

戦術 の策定 もで きないわけで、そのためには情報 の仕組 み を整備 していか なければ

な りませ ん。 同時 に、企業 の資金調達 に当 たって、 これは人間に例 えれ ば食べ物 や

空気 、水 を とり入 れて、人間の生 きてい く上 に必要 なエ ネルギーを確保 するわけで、

これ と同様 に産業社会 において も外 か ら資金の コ ンス タン トな流入が不可欠 になっ

てお ります。

そのためには、投資者 とかあ るいは長期債権 者 な どが非常 に大事 な役割 を果 たす

わ けで、その人 たちの投 資意思 決定 に際 しては、それ に関す る諸情報 の提 供、 開示

が絶対必 要です。特 に 自己責任 の原則 が盛 んに言 われ だ して ますけれ ども、昔か ら

同 じことが問題 になってい たわけで、 これ に関連 して情報開示の拡大 、整備、充実

は絶対不可欠 な ことであ ります。

岡 田 今回の制度改革 は、証券市場 を中心 とした企業金融へ向けての改革 とい うふ

うに言 われてい ますけれ ども、いかがで しょうか。つ ま り、今回の金融 ビックバ ン

は、今 までの問接金融 を中心 とした企業金融 か ら、証券市場、つ ま り直接金融 を中

心 とした金融へ の転換 とい うふ うに言 われてい ます けれ ども、それ と企業 会計 とは

大 いに関係 がある とい って よろ しいで しょうか。

若杉 間接 金融 の場合 には銀行 か ら金 を借 りる とい う形 を とるわけです けれ ど も、

銀行 に対 して当然要求 され る会計情報 は提供 しなければな りませ ん。 けれ ども銀行

か らの借 り入れ とい うのは、いろいろなまた負担 も伴 うわけです。一つ は下手 すれ

ば銀行 の経営支配の もとに置 かれる可能性 があ る し、それか らまた一定の コンス タ

ン トな金利 を払 わなければいけない とか、その他 い ろいろな間接金融 に伴 う負担 が

あるわけです。 それ に対 して直接金融 、エ クイティー ・ファイナ ンスで いけば、企
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業 の収益力 に応 じて配当 を払 う、つ ま り資 金の使用料 を払 うとい うことで、 む しろ

直接金融の方が いい とい う認識が あった と思 うんです。

それに応 じてそ うい う動 きが顕著 になって くるわけで、そのためには銀行 の場合

です と情報提供 の対象が特定 されているんですが、直接 金融 の場合です と一一般 の投

資者 とい うのが対象 ですか ら、情 報の一般 的公 開が非常 に重視 され ます。一般 的公

開にあた っては、 日本 の上場会社等 に要求 され てい る有価証券報告書 などの形 での

情報提供 が不可 欠 とな ります。有価証券報告書 に載せ られる財務情報 は、会計基準

に従 って作成 されなければ な りませ ん。その会計 基準 とい うものが近代 的、国際的

になっていない と信用 で きない情報が 開示 され るおそれがあ る し、それか ら監査 の

面で も、国際的 な水準 の監査 、高 い質の監査 を行 わなければ情 報の信頼性 は担保で

きないわけです。その ような ことか ら、会計制度全般の レベ ルア ップが要求 されて

いる と思い ます。

会計デ ィス クロージ ャーの充 実

照屋 我が国の企業会計制度 は、その特徴 を トライア ングル体制 と呼ばれて久 しい

のですが、日本の企業 会計制度の大 きな転換 や拡充が この間図 られ てまい りました。

会計 ビッグバ ン以後、個別会社 に係 る財務情報の開示 システムか ら、企業集団 に係

る連結情報 の開示 シス テム とい う方 向に、財務会計 システムが大 きく変わった とい

うのが一つの特徴 だ と思い ますが、企業 の財務 会計が提供す る情報 の量 的拡大 と質

的充実 とい う点では、 この間 どの ような重要な改革があ ったので しょうか。

若杉 一つ は、今の質問 にあった ように、単体 と しての財 務諸表 開示 か ら企業集団

に関す る連結財 務諸 表の開示 に大 きく舵 を切 ったわけです。 もちろん22～23年 前 よ

り連結情報の デ ィス クロージ ャーが行 われてい ま したけれ ど も、最初 は単体 として

の個別財務諸 表 に対す る補助 的な もので した。それが だんだん と立場 が逆転 して、

今 は単体 の情報 に対 して連結情報が主体 になっている とい うことだ と思い ます。

その動 きを要請 したのは、や っぱ り国際的 な情 報要求だ と思 います。証券市場が

国際化 してい ます し、海外株主等が盛 んに 日本企 業 に投資す る ようになってい ます

ので、情報 の開示 も海外 の情報 開示制度 と同 じように しておか ない と海外の投 資家

にはいろいろ不利が生 じる とい うこ とで、連結財務諸表制度が20数 年前 に発足 した

わけです。当初 は、 とにか くまだ完全 な形 での連結財務諸表制度 ではな くて、 とり

あえずで きる ところか らやっていこ うとい うので、いろい ろ不備 を残 しなが らも連

結制度の発足 を した とい うのが22～23年 前 の ことです。
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そ の後 、 世 界 情 勢 あ る い は経 済 情 勢 の 変 化 に応 じて 、連 結 情 報 も よ り改 善 され 、

国際 的水 準 に合 っ た もの が 要求 され て き ま した。 そ れ で4年 ぐらい 前 で す が 、連 結

財 務 諸 表 原 則 の 見 直 しが行 わ れ 、新 しい基 準 が つ く られ た こ とは ご案 内 の とお りだ

と思 い ます 。

また 、企 業 の経 営 に とって も、単 体 の財 務 諸 表 だ けで は企 業 集 団全 体 の経 営 に必

要 な情 報 が十 分 で は あ りませ ん。 そ の た め に連 結 経 営 とい う こ と も盛 ん に叫 ばれ て

お ります し、 そ の連 結 経 営 に こ た え るた め に も連 結 財 務諸 表制 度 が整 備 され た もの

で な けれ ば な らない とい う こ とに な って い る と思 い ます 。

照 屋 財 務 情 報 の量 的 拡 大 とい う場 合 、 キ ャ ッ シュ ・フ ロー情 報 と して キ ャ ッシ

ュ ・フ ロ0計 算 書 が作 成 され る こ とが 要 請 され た わ け です が 、 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー

計 算 書情 報 が持 つ意 義 や性 格 は どの よ うに理解 した ら よい の で しょ うか 。

若 杉 現 行 の 会計 制 度 は、発 生 主 義 会 計 と して 特徴 づ け られ てお り、そ れ は確 か に

企 業 の経 営 成 績 を非 常 に精 緻 に測 定 し、 開示 す る上 で必 要不 可 欠 な ので す が 、 た だ

現 金主 義 会 計 か ら発 生 主 義会 計 に変 わ る時 に、 資金 の流 れ との 関係 が そ こで必 ず し

も結 びつ か ない 面 を持 つ よ うに な った わ けで す 。

で す か ら、発 生 主 義 会計 一 本 で い きます と、例 え ば売 上高 が増 え た け れ ど も、 そ

の 売 上高 を信 用 で もっ て売 っ てい る場 合 に は代 金 回収 しなけ れ ば い け な い。 売 る と

い う努 力 と代 金 回収 とい う努 力 が 同 じよ う に大 変 な努 力 なわ けで す 。 そ れで せ っか

く売 っ たの に代 金 の 回収 が で きな けれ ば 、 これ は た だで 品物 を相手 にや った よ うな

もので す か ら、 大 きな損 失 にな ります 。 結局 、経 営 業 績 を正 し く把 握す る とい う こ

と と同時 に、 キ ャ シ ュ ・フ ロー とい う もの をや っぱ り正 確 につ か んで お か な い とい

け な い とい う こ とに な ります 。発 生 主 義 会計 で と らえた実 態 が 、 そ の資 金 の流 れ で

とら えた実 態 と食 い 違 って きて しまっ てい ます と、特 に外 部 の ス テ イ ク ホル ダー た

ちは企 業 実 態 を とら え、評価 す る上 で非 常 に困 るわ け です 。

で す か ら、資 金 の流 れ に着 目す る とい う面 を重視 して 、 そ れ にかか わ る情 報 も一

緒 に出 す 。 そ れ な らば面倒 くさい か ら、昔 の現 金 主 義 にか え って 、 キ ャ ッ シュ ・フ

ロ ー会計 だ けで い け ば い い ので は ない か とい う極 端 な意 見 も出 て くる か も しれ ませ

ん。 しか しなが ら、 や は り発 生 主 義 会計 的 な測 定 開示 もそ れ な りの意 味 を持 っ て い

る け れ ど も、 欠 陥 もあ る の で 、両 者 を一緒 に開示 す る こ とに よって 、本 当 の意 味 で

の有 用 な情 報 の提 供 が で きる ので は ない か 。 そ れ が現 在 の発 生 主 義 会計 的 なや り方

を と りなが ら、 同時 にキ ャ ッシュ ・フロ ー計 算 も行 って そ の結 果 をデ ィス ク ロー ズ

す る体 制 に な って い る の だ と思 い ます 。
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岡 田 そ れで は財 務情 報 の 質 的充 実 とい う点 で は ど うで し ょ うか 。特 に時価 情報 の

開示 、す な わ ち資 産 の一 部 に時価 基準 た る公 正 価 値 評 価 を加 えて情 報 の質 的 向上 を

目指 す とい う、 そ うい う時価 評価 とい う もの も拡 大 してい こ う とい う考 え方 が あ る

と思 うんで す が 、 時価 基 準 とい い ます か 、時 価 評 価 の 導 入 とい う点 につ い て は どの

よ うに理解 した ら よい の で し ょうか 。

若 杉 結 局 、 実態 開示 とい うの が そ もそ もの狙 いで す か ら、取 得 原 価 主 義 とい うの

はそ れ な りの メ リ ッ トを持 ち なが ら も、 同時 に足 りない面 を同時 に持 って い るわ け

で す 。です か らそ れ は他 の形 で補 わ なけ れ ば な らない。取得 原 価 主 義 の足 りな い分 、

つ ま り実態 開示 の面 で不 十 分 な面 を他 の形 で補 う、 そ の 一つ の あ り方 が 時価 開示 だ

とい うこ とです 。

そ れ か ら、 時価 開 示 とい うの は何 か とい う定義 が 非 常 に重 要 な ん です け れ ど も、

時価 とい うの を伝 統 的 な理 解 の仕 方 を してい きます と、リプ レイ ス メ ン ト ・コス ト、

あ るい は カ レ ン トコス トとい うの が時 価 だ と思 うん で す。 け れ ど も もう一つ 、例 え

ば将 来 の キ ャ ッシュ ・フ ロ ーの見 積 額 を現 在 価値 に割 り引 き計 算 す る とい う形 で の

企業 の実 態 評 価 の仕 方 もあ るわ け で 、 そ れ は時価 会計 で は な いの か とい う と、少 な

く と も伝 統 的 に諸 文 献 を通 して見 て きた時価 会計 か らい くと、そ れ は外 れ る んで す。

で す か ら、厳 密 に言 えば取 得 原 価 主 義 の会計 と、 時価 会 計 と も う一 つ 、 デ ィス カ ウ

ンテ ッ ド ・キ ャシ ュ ・フ ロー(DCF)な ん か に着 目 して測 定 してい く、 この よ うに

3通 りの方 法 が あ る と思 うんです 。

今 、時 価 会 計 とい うと、何 か取 得 原価 主義 以外 をみ ん な時価 会計 と言 って い るみ

た い です が 、そ うい う定 義 もで きる んで す け れ ど も、伝 統 的 な定 義 を あ る程 度尊 重

しなが ら新 しい状 況 に対 応 して い くとい う意 味 で は 、時 価 評価 とDCFの よ うな形 で

も企 業 価値 評 価 とい うの は や は り区 別 して い い の で は ない か と思 うんで す 。 要 す る

に、 取 得 原価 主義 会計 とい うの が 持 って い る足 りない部 分 を、 時価 評 価 とか公 正 価

値 を用 い て 、企 業 の実態 を投 資 者 た ち に開示 しよ うとい う動 きだ と思 い ます 。

商法会計 と証券取 引法会計

岡田 商法 との関係 は、 これか らどの ようにや ってい くと思われるで しょうか。

若杉 商法 もこの頃いろいろな面 で大 きな改正 を行 って きま した。 ただ、商法がす

べての企業 、個 人企業 や会社 企業 も含 めてすべ て を対 象 に している法律 です か ら、

証券取 引法会計の ように上場会社 な どを対象 にす る会計 と大 いに違 い ます。 したが

って、商法会計 を証取法会計 とすべ ての面で 同 じに しておか なければな らない、そ
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うい うことはあ ま り意味が ない と思 うんですね。 そんな ことを した ら、結局 中小 企

業 にも じゃあ連結 を強制 する とか、 あるいは時価評価 を強制す る とか、 さらに監査

の面 で も厳 しい監査 を要求する ことになって、これは現実 的に意味 が ない ことです。

諸外 国の状況 をみて もわか ります ように、企業 の規模 とか市場 に どの程度公 開 され

ているか とか、そ うい う関係 その他 か らい ろい ろな ランクづ けを して、別 ランクの

ものは こうい うことを要求す る、監査 も必ず受 けなければいけない、 この ラ ンクの

ものは もう少 し軽い開示 や監査 で よろ しとか とい うランクづ けを してい るのが諸外

国の現状です。特 にそれが わか りやす く出てい るのが ドイツの会計制度です。

ですか ら日本の場合 に も、証券取引法会計 と同 じように、商法会計 が連結財務諸

表 制度 を導入 しなけれ ばいけ ない とか、そ うい うふ うに考 えない方がいい と思 い ま

す。それで私が普段 考 えてい ることは、商法会計 とい うのは例 えば年2回 決算 を し

て、決算書類 を開示 しなければいけない とか、その時 に監査 しなければいけない と

か、法手続 的に必要最低 限の規定 だけ設 けておいて、その内容 の詳細 については証

取法会計 に全部委任す るよ うな形 をとる方のがいいのではないか と思 うんです。商

法 が一 々そんな証取法会計 と同 じようなこ とを目指 して、商法 を改正 してい くとか、

あ るいは法務省規則 を変 えてい くとか とい うの は無駄 ではないか と思 います。

そ こで、少 な くとも会計 の最低 限押 さえるべ きところは商法 の本法 に規 定 しなが

らも、その具体的 な内容 は、例 えば総則 の32条 第2項 の 「公正 なる会計慣 行」掛酌

規 定 に委 ねて、実際 には証券取 引法 会計 の方 に全部任せ る とい う行 き方がや っぱ り

合理 的ではないか と思 い ます。

会 計 基 準 の国 際 的調 和 化

照 屋 そ れ で は次 に、 会 計 基準 の 国 際 的調 和 化 の動 向 につ い て 質 問 させ て頂 きた い

と思 い ます 。最 近 は調 和 化 を目指 す とい う よ りも、 さ らに積 極 的 に会 計 基 準 の 国際

的 統 一一を 目指 す 方 向 に動 い て い る よう に思 い ます が 、 い か が で しょ うか 。

若 杉 確 か に最 近 、 国 際会 計 基 準 委 員 会 で も、調 和 化 で は な くて コ ンバ ー ジ ェ ンス

とい うこ とを言 って い ます 。 昔 の言 葉 で い えば収 敏 、最 近 の言 葉 で い えば収 束 です

ね。 本 音 を言 え ば統 一化 です よね。 た だ統 一 化 とい う こ とは非 常 に ど ぎつ い し、抵

抗 を生 む恐 れが あ るの で コ ンバ ー ジ ェ ンス とい う言 葉 を使 っ てい る よ うに思 わ れ ま

す 。 とに か くい ろい ろ な国 の会 計 制 度 を、 今 まで はハ ー モ ナ イゼ ー シ ョ ンで ポ イ ン

トだ け押 さえ て共 通 化 して お い て 、 そ れ以外 の 部分 は各 国 の状 況 に任 せ る とい う こ

とで した け れ ど も、今 後 は もっ と徹 底 させ て世 界 的 に同 じ会計 基 準 で 会 計 処 理 、 開
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示 を させ よ う とい う動 きが 現 在 の 、新 し く組 み か え られ た 国際 会 計 基準 委員 会 の方

針 だ と思 い ます。

そ れ は一 つ に はや っぱ り、今 まで 国 際 会計 基 準 委 員 会 とい う組 織 を国 際 的 な もの

と してつ く りなが ら も、一 向 に各 国 にお い て そ の国 際 会計 基 準 と して 公 表 され た も

の を取 り入 れ て い くよ うな動 きが 見 えな い。 もち ろ ん部分 的 に取 り入 れ られ る とか

い う こ とは、 ハ ーモ ナ イゼ ー シ ョンで す か らあ っ た と思 い ます け れ ど も、 もっ と徹

底 させ な けれ ば い け な い。 ど この 国 の財 務 諸 表 もそ の ま ま比 較 、分 析 が で きる よ う

な形 に もって い きたい とい う気 持 ちが あ る と思 い ます。

そ れ は 同時 に、 国 際会 計 基 準 委 員 会 とい う ものの存 在感 とい い ます か 、存 在 意 義

を際 立 た せ る ため に は 、ハ ー モ ナ イゼ ー シ ョンで もっ て終 わ って しま った の で は、

そ ん な金 のか か る組織 を国際 的 につ くる必 要 は な い よ とい う こ とに な って しまい ま

す 。 だ け ど、 長 期 で 見 て い け ば 、 もっ とい ろ い ろ な 問題 が 出 て くるは ず で す か ら、

そ の時 に それ を調 節 す る機 能 を持 つ 国 際機 関が な い とい うの で は 、非 常 に困 った こ

とです 。 そ うい う意味 で も、 国際 会計 基準 委 員 会 とい う もの を存 続 させ る意義 が あ

る と思 い ます 。

一 国 の 中で の 会計 基 準 です と何 らか の形 で法 的根 拠 を持 つ ん で す け れ ど も
、 国 際

会 計 基 準 で す と法 的 根 拠 とい うの は持 て な い わ け で す 。 で す か らIOSCO(証 券 監

督 者 国際 機 構)と い う もの をサ ポ ー ター に して 、 い わ ば法 的根 拠 を持 つ と同 じよ う

な法 的効 力 を確 保 したい とい う動 きにあ る もの と思 い ます 。

照 屋 国際 会計 基準 に対 す る我 が 国の 対応 と して は、 当 然 第 一 には証 券 取 引 法 に基

づ く会 計 制 度 にそ れ が具 体 化 して い く とい う形 にな る だ ろ う と思 い ます が 、 これ ま

で の我 が 国の 国 際 会計 基 準 の導 入 につ い て の動 きは ど うで し ょうか。 果 た して 、 国

内会 計 基 準 の か な り多 くの部 分 が 我 が 国 の証 券 取 引 法 会計 に導 入 され 、会計 実践 に

適 用 され て きて い る と理 解 して よいの で し ょうか。 また、今 後 は ど うい う方 向 で 国

際 基 準 化 して い くこ とに な るので しょうか。

若 杉 会 計 基 準 を新 し く制 定 した り、 前 か らあ る基 準 を改定 す る とい う作 業 をず っ

と こ こ数 年 間続 けて きて い ます け れ ど も、 この時 の方 針 とい うの はや っ ぱ り国 際化

とい う こ とで 、 ア メ リ カのFASB(財 務 会計 基 準 審議 会)の 財 務 会計 基 準(SFAS)

とか 、IASC(国 際会 計 基 準 委 員 会)の 国際 会計 基準(IAS)な どに沿 って 、い ろい

ろ な経 済 情 勢 の違 い を持 つ 日本 で何 とか して そ れ を う ま く取 り入 れ なが ら、 国 際 的

な基 準 に近 づ けて い こ う とい う考 え方 が 、 会計 基 準 をつ くる時 の心 構 え だ っ た と思

い ます 。今 で も基 本 的 に は変 わ りませ んけ れ ど も。
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照屋 私 も、基本 的にはその ような対応で推移 してい る と思 ってい ます。

若杉 ただ、今の 日本 の ような景気低迷 で動 きが とれない状況の もとで も、やは り

国際的な水 準 に近づ け、それ とほぼ もう本質 的 に同 じところに持 っていかない と、

国際的 な評価 が下が ることは間違 いないですね。それか ら財務情報 の有用性 、す な

わち意思決定有用性 の点 か らみて も、や は り国際水準 に持 ってい くこ とが必要 では

ないか と思 います。か りに今 のデ フレ経 済か らの脱却 とぶつか る面があ って も、そ

れは もう長い 目でみて しようがない と思い ます。

会計基準の設定機 関

岡田 会計基準設定のあ り方 につ いて もここ2、3年 議論 されて きま したが、それ

につい て どの ようなお考 えをお持 ちで しょうか。

若杉 今言 ったこ とと非常 に関連が深 いんですけれ ども、その国際会計基準 の導 入

といって も、その まま導入 して しまうのでは な く、あ くまで もそれ を参照 しなが ら、

それに近い基準 をつ くってい こうとい うこ とが大事 です。 その時 に、英米系 の国々

ではみ んな民 間の基準設定主体が基準づ くりを してい ます。 日本 とか フラ ンス とか

中国な どは国がそ うい うことをや っていて、民間でやる とい う精神 に反す るのでは

ないか 、近代 化 に遅れ を とるのではないか とい う批評 があ って、 日本で も民 間の法

人 をつ くって、基準設定 をそ こで行 うとい うことにな りま した。

岡田 具体的 には、2001年7月 に財 団法 人財務会計基準機i構(FASF)が 設立 され、

その下 に企業会計 基準 な どを審議iする企業会計 基準委員会(ASB)が 設置 されたわ

けです ね。

若杉 その とお りです。その第一号 の仕事が 自己株式 の会計処理 です。 だか ら とい

って民営 の基準 をつ くって、法的根拠 な しですべ ての企業 に実践 させ る とい うこ と

は、 これは法治国家 としては法的効果 を持 たない わけです。法治 国家 とい うのは社

会的 に重要 な ことはすべ て法的根拠 を持 たなけれ ばな りませ ん。今 の企業会計 審議

会 も、企業会計審議会組織令 とい う政令 に基づい てで きてい ます。民 間の会計 基準

設 定主体が で きて も、それが何 らかの法 的な根拠 を持 っていない と相手 にされ ない

のです。 そのため に民 間の委 員会 でつ くった基準 は金融庁 に提 出 して、金融庁でそ

れ を検討 し、承認 して会計基準 として認 める とい う形 をとる ようにな りま した。

基準 その ものは法令 ではない んですが、金融庁 の証券取 引法 を基本法 に し、その

下 に とい うか、今 まで の大蔵省令 や現在 の内閣府令が制定 され ます。 そ して基準が

民 間でつ くられ ます と、それ に基 づ き内閣府令 として法規 が設定 され、これが強制
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力 を持 つ 。違 反 す る者 に は罰 則 を加 え る とい う、法 治 国 家 と して の 当然 の制 度 づ く

りが 今 こ こで ほ ぼ完 了 した と考 えて い い と思 い ます 。

照 屋 それ に関連 して 、 ど う して も明 らか に してお か な けれ ば な らな い こ とは、 ア

メ リカ にお い て は1973年 までAICPA(ア メ リカ公 認 会計 士協 会)の 中 にAPB(会 計

原 則 審議 会)と い うの が あ りま して、 そ れ が アメ リカの 会計 基 準 をず っ とつ くって

きた わ けで す 。 とこ ろが そ れが い ろい ろ と問題 が あ り、 結 局企 業 が 適 用 す る段 階 で

効 力 の面 で 弱 い とい う こ とに な っ た。 そ こで特 定 の利 害 関係 を持 た な い民 間セ ク タ

ー と して、今 のFASB(財 務 会 計 基準 審 議 会)が で きた わ けで す 。

FASBが 活 動 す る よ う に な って か ら、 ア メ リカの 会計 基 準 の 設定 が 変 わ って くる

わ け です が 、 それ と同 じよ うに我 が 国 にお い て も、 これ まで の 企業 会計 審議 会 が 果

た して きた役 割 は非 常 に大 きい と思 うんで す が 、 い わ ゆ る公 的 セ ク ター か ら民 間 セ

ク ター の財 務 会 計 基 準委 員会 に 、会 計 基 準 策定 の重 要 な任 務 が 移 る につ い て は何 か

理 由が あ る と思 うん です 。審 議 会 の任 務 とか運 営 につ い て 問題 点 とか 限界 が あ って 、

そ れ で民 間 セ ク ター に変 わ ら ざる を得 な い こ と とな っ た のか 、 そ れ と も これ もや は

り国際 会 計 基 準へ の調 和 とい う外 的要 因が 強 い とい うこ とで し ょうか 。

若 杉 この審 議 会 で基 準 をつ くる とい うや り方 か ら民 間 団体 に移 る に さ い して は 、

英 米 系 の 国 々が そ う して い るか ら 日本 だ って や るの は 当然 だ とい う空気 が 強 か った

と思 い ます 。 で は今 の 審議 会 方 式 で は妥 当 な基 準 が で きな い か とい う と、 そ うで は

ない ん です ね。 現 行 の 方 式 は50数 年 に わ た る歴 史 を も ってお り、 これ に何 らの問 題

もあ りませ ん で した。 要 す る に外 国 で は 、特 に英米 系 の 国で は こ うや って い るか ら

日本 だ って こ うや るべ きだ と、 そ うい う流 れ だ と思 い ます 。

で す か ら、私 の方 で も次 の よ う な声 を盛 ん に聞 きま した。 何 で 審議 会 をや め て民

間団体 に任 せ な け れ ば な らない の か 、 そ の事 情 が よ くわ か らな い と。確 か に い ろい

ろ な新 聞 や何 か が書 き立 て てい るけ れ ど も、読 ん で も納 得 が い か ない とい うんで す 。

何 らか の力 が 働 い て 、そ れ が そ うい うふ うに持 って い った の で は ない か 、特 に必 然

性 が あ った とは思 え ない 、 とい う見 方 をす る人 もい るみ たい で す。

審議会 の新 たな役割

照屋 各 国の会計基準設定機 関 とい うのは、必ず しも職業会計士団体 を中心 と した

機関 ではあ りませ ん。 そ こで会計 士 の団体 が もっ と積極 的 に、IOSCOの サ ポー ト

が得 られ るような形 での国際基準設定 を行 うとい う、そ うい うような どう も背景が

あるのではないか と思 うんです。
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若 杉 ア メ リ カのAPBの 問題 をみ れ ば わか ります よ うに、 当 時 はAICPAが 中心 に な

っ て基準 づ く りをや っ た ため に、APBは ど ち らか とい え ば企 業 にあ ま り厳 しい基 準

をつ くる とい うふ うに行 きに くい性 格 を持 って い ま した。 会計 士 協 会 とい うの は中

立 的 な 団体 とい うよ りも、 あ る一 つ の利 益 団体 で す か ら。 そ うい うこ と もあ っ て 、

APBが つ くった あ る基 準 原 案 がSEC(証 券 取 引 委 員 会)に 否 決 され て、 それ が 通 ら

ない ば か りで な くて、APBそ の もの も解 散 して別 な 団体 をつ くる とい う歴 史 的 な経

緯 が あ った わ けで す 。

岡 田 さ きほ どのFASBの 設 置 です ね。

若 杉FAF(財 務 会 計 財 団)の 中 にFASBが 設 置 され た わ け です 。 で す か ら、特 定

の利 害 関係 者 集 団 だ けで 設 定機 関 をつ くる とい うの は、果 た して い いの か な とい う

疑 問 は絶 えず あ る んで す 。例 えば監 査 基 準 の 見 直 し とか 、 あ る い は新 し くつ くる場

合 に、 そ の機 能 は企 業 会計 審 議 会 に そ の ま ま残 るわ け です 。2002年1月 に、監 査 基

準 の改 訂 を行 っ て、公 表 した後 、続 け て 中 間監査 基 準 の改 訂 の作 業 に も う入 りま し

た 。 そ れ は 国際 会計 基準 をみ て もわか ります よ うに 、IASCもFASBも 監査 基準 は扱

わ な い ん です 。 そ れ は別 の機 関 や 団体 が や って い ます 。

会計 士 団体 の 中 に は、監 査 基 準 も 自分 た ちが 自主 的 にや るべ きで あ って 、 国 が手

を出す な とい う意 見 もあ るや に聞 い て い ます 。 しか し、監 査 基 準 とい うの は下 手 す

れ ば骨 抜 きに な って しま って 、 い ろ い ろ社 会 的 に問題 を起 こす おそ れ の あ る重 要 な

問題 です か ら、 こ うい う もの は や は り公 的 な機 関 で しっか りつ くる必 要 が あ る と思

い ます 。 た だ、 基準 に従 って実 務 指 針 は当 然 会計 士 団体 が つ くる んで す が 、何 で も

か んで も任 せ る とい うの は まず い ので は ない か とい う考 え方 が あ ります 。

そ こで 、監査 基準 に関 して は審 議 会 が 今 まで どお りに担 当す る。 審議 会 の機 能 と

して は、 会 計 基 準 は民 間 の 団体 につ くる よ うにそ の機 能 を移 しま したけ れ ど も、今

の監 査 基準 と、 日本 は トライ ア ング ル体 制 とい わ れ る よ うに3つ の 制 度会 計 が あ る

関係 上 、 それ らの調 整 を図 る必 要 か ら、 審議 会 にそ の調 整 機 能 をそ の ま ま残 す とい

う こ とで す 。 した が って 、審 議 会 は その ま ま幾 つ か の機 能 を今 後 も果 た して い か な

け れ ば な りませ ん。

照 屋 我 が 国 会計 制度 の今 後 の課 題 とい う とこ なん です が 、1つ に は、 国 際会 計 基

準 の 国内 基準 化 の 問題 が あ る と思 い ます し、2つ に は 、会 計 基 準 そ の もの は非 常 に

質 の高 い もの をつ くった と して も、 その適 用 に当 た って の 中立性 確 保 を ど うす る か

とい う問題 が あ るん だ ろ う と思 い ます 。 また3つ に は、 デ ィス ク ロー ジ ャー の一 層

の 充 実 で す ね。この 点 に関 して は、予 測 情 報 の 開示 とか環 境 会 計情 報 の 開示 だ とか 、
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そ れか ら自己創 設 暖簾 を含 む無 形資 産 に関す る会計 や ヒ ュー マ ン ・リソー ス会 計 な

どが 考 え られ る と思 い ます 。 審議 会 と して は 、今 後 の我 が 国 にお け る企 業 会計 制 度

の 課題 と して は、 どの よ うな こ とが考 え られ ます で しょ うか 。

若 杉 これ まで や っ て きた こ とを今後 も続 け て いか なけ れ ば な らない とい うこ とで

す 。特 に改 め て 、全 く別 な会計 制 度 上 の課 題 を考 え る必 要 は当 面 ない よ うな感 じが

してい ます。

非常 に興 味 深 い こ とに、 最近 アメ リカの エ ンロ ン社 の経 営破 綻 が起 き、 それ を監

査 した大 監 査 法 人 が 重 大 な不 祥 事 を起 こ して しまい ま した。 しか も、 ア メ リカの 監

査 制度 や公 認 会 計 士 制 度 とい うの い は世 界 に冠 たる もので 、 世界 一 な ん だ とい われ

て きま した。 ア メ リカの 制 度 だ っ て完 壁 で は な くて 、絶 えず 問題 を起 こ しなが らそ

れ に対 す る改 善 策 を講 じなが ら信 頼 で きる会計 制 度 や監査 制 度 をつ く り上 げて きた

ん です け れ ど も、今 また大 きな問題 が 起 こ って しまい ま した。この事 態 を踏 まえ て、

ア メ リ カで も反省 が 起 きるの で は ない で し ょうか。

日本 だ っ て、 最 近5、6年 の 間 に も信 頼 を失 う よ うな事 件 が起 こ って い るの で 、

日本 な りにや っ ぱ り厳 しい仕 組 み を しっか りつ くっ て運用 して い か な けれ ば い け な

い と思 い ます。

監 査 制 度 の整 備

照 屋 エ ンロ ン社 の 経 営 破 綻 の 問題 で さ ま ざ ま な影響 が で て い る の です け れ ど も、

特 に監 査制 度 につ い て は深 刻 な問題 が 出 て きてい ます ね。 監 査 担 当 者 を一定 期 間で

交 代 す る とか 、 さ ら には監査 を担 当す る監査 法 人 自体 を定 期 的 にか え る とか 、 そ う

い う動 きが 出 て きて い ます 。 そ うい う意 味 で は企 業 の コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンスの

強 化 とい う側 面 で 、会 計 監査 の 充実 とい うこ とが改 め て強 く求 め られ る と思 い ます 。

我 が 国 の場 合 、監 査 制 度 の点検 ・評 価 は どの よ うな状 況 にあ るので し ょ うか。

若杉 監査 制 度 につ い て は、 さ きほ ど も出 ま した が 、 まず 、昨 年 の1月25日 付 で 審

議 会 か ら監 査 基 準 が公 表 され ま した。 そ こで は、例 え ば企 業 の継 続 能力 とデ ィス ク

ロー ジ ャー との 関係 とか 、 リス ク ・ア プ ロ ーチ の徹 底 な ど幾 つ か の重 要 な改 訂 が あ

りま した。 この よ うに国 際 的 な監 査 基 準 で は もう当 た り前 に な って い る こ とが 取 り

込 まれ 、国 際 的 な基 準 に非常 に接 近 した改訂 が行 われ ま した。

そ の前 に 、例 え ば公 認 会計 士 協 会 は 自発 的 に専 門 的継 続研 修(CPEす な わ ち コ ン

テ ィニ アス ・プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル ・エ デ ュケ ー シ ョン)と か 、1つ の被 監査 会 社 に

対 して 、1つ の監 査 法 人が 長 期 間 にわ た って監 査 す るの で は な く、一 定 の期 間 や っ
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た らか える とか、 ピアー ・リビューその他 国際 的な監査 動向 を反映 して、一種の内

規 と して公認 会計士協会 の中でそ うい う対応 は既 に してお ります。それか ら倫理規

定 をよ り強化す るとか、会計士協会 も自主的 に監査 の質 を高め る上で、必要 な対策

を講 じて きてい ます。

それか ら監査 基準 その もの も、先 ほ ど述べ ま した ように、2、3年 に1回 の割合

で改訂 されて きたわけですが 、今 回は思い切 って国際 的な動 きを強 く取 り入れる形

の改訂 とな りました。昔 か ら監査基準の改訂 と粉飾決算 な どの事件が、いたち ごっ

こで展 開 して きま した。つ ま り粉飾事件が起 こる と監査基準 を強化す る、それでい

いか と思 うとまた次 の粉 飾事件が起 こる、基準 をさらに強化す る とい うこ との繰 り

返 しなんです。 これは どこの国で も同 じです けれ ども、そ うい う意味で は、監査基

準 には これで もう大丈夫 だ、永久 に使 える とい う ものはない と思い ます。

岡田 会計基準や監査基準 については、今 までは我が国一国内にお ける さまざまな

要素 とい うか、要 因 を考慮 しなが ら設定 して きたわけですけれ ども、国際的 な会計

基準 や監査基準 の設定 とい う意味 では、各 国の特殊事情 を越 えて普遍 的な会計 環境

要因 によって設定す るこ とが期待 されてお り、基準その ものの形成過程 もそ うです

が、基準 その ものは質的 に高 まる とい うことは基本的 に理解 して よろ しいんで しょ

うか。

若杉 ええ、それは もうそ うい うふ うなことを絶 えずや ってい るわけです か ら、そ

の ように考 えて よい と思い ます。

会 計情 報 の利 用

照 屋 会 計 情 報 あ るい は財 務 情 報 を利 用 す る各種 の情 報 利 用 者 に対 して 、審 議 会 の

会長 と して、 会計 情 報 の 利用 に当 た っ ての メ ッセ ー ジ を頂 け れ ば有 難 いの です が 。

若 杉 審 議 会 は、 会計 情 報 を利 用 す る点 につ い て は、 こ うい うふ うに利用 しよ う と

か 、 こ う して はい け ない とい う立 場 に な い もの で す か ら、 そ この と ころ は要 す る に

利 用 者 の利 用 の い ろ い ろ な仕 方 とか 、必 要 性 とい う もの を念 頭 に置 い て基準 づ く り

を進 め て きてい ます 。そ うい う関係 は これ か ら も同 じよ うに続 け られ る と思 い ます 。

どち らか とい え ば企 業 とい うの は、 な るべ くデ 辱ス ク ロー ジ ャー を しない で 済 ませ

たい とい う気 持 ちが あ る し、 そ れ か ら利 用 者 の 立 場 か らす れ ば 、 もっ と もっ とい ろ

い ろ な情 報 を開示 させ て利 用 したい と考 え る わ けで す 。証 券 取 引法 第1条 の規 定 に

よ り、審 議 会 と して は投 資 者保 護 の立 場 で もの を考 える こ とは は っ き り してい ます。

投 資 者保 護iが基 本 的 な我 々 の立 脚 点 で す か ら。 た だ、 企 業 が 開 示 す る情 報 とい うの
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は財 務情 報 だ け で は な くて、 そ の他 い ろい ろあ る もの で す か ら、 それ はIR活 動 とい

う形 で企 業 が今 度 は 自主 的 にい ろい ろ工 夫 してや って い か な けれ ば な らな い。 そ こ

ま で 国 が 規 制 す る とい うの は 、 や っ ぱ りあ ま り好 ま しい こ とで は ない と思 い ます

ね 。

で す か ら、最 低 限 こ こだけ は絶 対 こ う して くれ 、 そ の他 の情 報 開示 は 、 会社 が 独

自 にや って い た だ きたい とい う こ とで 、IR活 動 に関連 した幾 つか の民 間 団体 が も う

既 にで きて い ます 。 私 もIR協 議 会 とい う、 日本 経 済新 聞社 の 関係 の組 織 で すが 、 そ

れ に関与 して い ます 。 そ うい う意 味 で 、 財 務情 報 とい う必 要 最小 限 の もの は、 法令

な どで規 制 す るが 、 そ れ 以外 の もの まで すべ て法 的 に開示 を強 制 す る とい うの は時

代 の流 れ に逆 行 す る もの で あ り、 む しろ そ れ は企 業 の 自主 的 なIR活 動 で もっ て補 っ

て い くべ きで は ない か と思 っ て い ます 。 この よ うに、 これ か らIRと い う問題 は学 会

な どで も積 極 的 に取 り上 げ て検 討 す べ きだ し、財 務 情 報 や 会計 情 報 の利 用 者 の 立場

か らもIR活 動 とい う もの に 目を向 け 、 そ れ を もっ と育 て て い くよ うにすべ きで は な

い か と思 い ます。

照 屋 そ ろ そ ろ終 了予 定 の 時 間 です 。 若杉 先 生 には長 時 間 にわ た り、私 ど もの イ ン

タ ビュ ー にお 答 え頂 き有 難 う ご ざい ま した 。今 後 と も我 が 国 の 会計 制 度 な らび に監

査 制 度 の 発 展 の た め に 、 引 き続 きご尽 力 下 さい ます よ うお願 い 致 し ます 。(文 責/

照 屋 行 雄)

イ ンタ ビュー項 目

1.は じめに

①審議会の任務

②審議会の活動状況

2.会 計お よび会計情報の重要性

① 会計の社 会的機能

② 会計情報 の情報特性

③ 意思決定 における有用性

3.会 計 ビッグバ ンの狙 い

① 金融制度改革 と会計 ビッグバ ン

② 会計 ビ ッグバ ンの背景 と狙 い

③企 業経営 の革新 と会計 ビッグバ ン

4.わ が国会計制度の特徴
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① 会計 制度 の トライア ングル体制

② 証券取引法会計 の位 置づけ

③商法会計規制 の影響

5.企 業会計 制度 の転換

①財務会計情報 の量的拡 大

②財務会計情報 の質的充実

③個別情報開示 か ら連結情報 開示へ

6.証 券取引法会計 の改革

①連結財務 諸表制度 の整備

②退職給付 会計基準 の制定

③金融商品会計基準 の設定

7.商 法会計の改革

①近年 の商法改正

②会社法(合 併 ・分割 ・株式移転)の 整備

③株 主資本 ・配当制限条項の改正

8.会 計基準 の国際的調和化

① 会計基準調和化 の必要性

② 国際的調和化 の方法

③ わが国会計基準の対応

9.国 際会計基準(IAS)の 形成

①IASの 性格 と役割

② 国際会計基準委員会(IASC)の 活動

③IASBの 動 向 と目標

10.会 計基準設定 のあ り方

①企業会計 審議会の任務 と限界

②民 間セ クターへの移行

③企業会計 審議 会 と財務会計基準委員会 との関係

11.わ が 国企業会計制度 の課題

①IASの 国内基準化

②会計基準適用 の独立性 ・中立性

③情報 開示(デ ィス クロージ ャー)の 拡充

12.お わ りに

136



特別インタビュー●21世 紀の企業会計一若杉 明前企業会計審議会会長に聞 く

① コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス と会計 監査 制 度

② 財務 会計 情 報 の利 用

(付記)掲 載 に当た っては、財 団法 人富丘会(斎 藤興二理事長)の ご協力 を頂いた。

記 して感謝 申 しあげたい。

137


